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東京地方税理士会・千葉県税理士会（四会合同企画）

関する訴訟の補佐人制度」の大学院提携研修を実施しております。

�講座の開設趣旨�
「補佐人を行う税理士にとって必要な法律を体系的に学ぶ」こと

を目的に本特設講座を開設いたします。前年度より、春学期を基礎

編、秋学期を実践編とし、前・後期制にしました。

�講座について�

４限
（１４：４５～

１６：１５）

品川 芳宣 氏
（元早稲田大学

大学院教授）
租税判例研究

実践編
（秋学期）

３限
（１３：００～

１４：３０）

福岡 右武 氏
（元早稲田大学

大学院教授）

税務訴訟実務
（模擬裁判あり）

４限
（１４：４５～１６：１５）

首藤 重幸 氏
（早稲田大学大学院教
授）

税務基礎法学
（行政法・行政訴
訟等）

基礎編
（春学期）

３限
（１３：００～１４：３０）

品川 芳宣 氏
（元早稲田大学大学院
教授）

税務手続・争訟法
（国税通則法等）

時間担当講師科目

※ 今回は、秋学期（実践編）の受講生募集となります。

【履修期間】春学期：春学期の受付は終了いたしました。

秋学期：平成２７年９月２６日（土）～
平成２８年１月２３日（土）〔１５回〕

２．定員数 ５名

３．通学地 早稲田大学・早稲田キャンパス

〒１６９―８０５０東京都新宿区西早稲田１―６―１

４．諸費用 ４０，０００円（入学金）＋１２０，０００円（聴講料）�１６０，０００円

※早稲田大学出身者（本講座修了者含む）については、

入学金が免除されます。

５．修了要件等
特設講座を修了するには、学期中に行われる試験、レポート

等による試験等の結果及び出席日数（履修科目取得の最も重要
な要件となります）を加味した総合評価により、合格とされま

す。修了者には法務教育研究センターから所定の修了証書が授

与されます。

なお、春学期のみ秋学期のみの受講の場合は、修了証書は交

付されません。

また、本講座は大学院の単位は付与されません。

�申込について�
１．対象者

会員のうち、本会会長が推薦した者とします。推薦は本会の

審査により決定します。

また、既に早稲田大学大学院で修了された会員も再受講でき
ます。

２．申込方法
受講希望者は、本会事務局にお電話ください（ＴＥＬ ０４８―

６４３―１６６１担当：業務課・梶原）。申込書をお送りいたしますの

で、必要事項を記入し、本会に FAX か郵送で送信してください。

希望者多数の場合は抽選を行い、推薦候補者を決定いたします。

※申込後の推薦辞退は原則として認められませんのでご了承の

上、お申し込みください。

３．提出期限 平成２７年６月２６日（金）（必着）
【提出先】関東信越税理士会事務局業務課・梶原

ＦＡＸ０４８―６４３―１４７５

早稲田大学法務教育研究センターと提携し、平成２７年度特設講座（秋学期）を開設いたします。会員各位におかれましては、
是非受講いただきますようご案内いたします。

１．講座（カリキュラム）概要

早稲田大学大学院
「租税に関する訴訟の補佐人制度」大学院等特設講座（秋学期）

平成２６年４月から、早稲田大学大学院の

補佐人講座を受講しています。講座は毎週

土曜日午後１時から９０分２コマで、期間は

４月から７月までの前期（春学期）と、９

月後半から翌年１月までの後期（秋学期）

という構成になっております。前期の講義

は品川芳宣先生の租税手続・争訟法と、首

藤重幸先生の税務基礎法学という構成で、

品川先生の講義は国税通則法の解説でした。

通則法そのものは、わずか１３０か条足ら

ずの条文で構成され、税法の中で最も条文

の少ないものですが、その条文を読むだけ

では、国税に関する手続きと実体に関する

関係規定を理解することは困難です。常に、

通則法に規定されていることと、各個別税

法に規定されていることとの関係に注意し、

理解しておかないと、両者の総合的な理解

につながりません。ある意味、租税法全体を

理解するには、通則法を理解しておく必要

があると言っても過言ではないと思います。

とは言うものの、実は私も、品川先生の

講義に参加して初めて、通則法の重要性を

痛感したのが本当のところです。また、品

川先生の通則法と並行して進む講義は、首

藤先生の税務基礎法学ですが、税務行政法

の解説となっております。税務行政法の知

識は、税務訴訟を理解するためには必要不

可欠であり、わかりやすい講義となってお

りました。

なお、後期の講義は品川先生の租税判例

研究と、福岡右武先生の税務訴訟実務とい

う構成になっておりますが、始まったばか

りなので簡単に感想を述べます。

品川先生の租税判例研究の講義は判決を

受講生が持回りで発表し検討しますが、最

近の判決を扱うため、過去すでに補佐人講

座の受講を終えた方でも、再度、受講したく

なるという講座となっております。そのた

め、人気があり、今年度も後期から参加さ

れている受講生が数名いるという状況です。

また、福岡先生は元裁判官であり、講義

の最後は法廷教室を使用しての模擬裁判が

実施されることになっております。受講者

全員が、それぞれ原告、被告、裁判官など

の役割を演じます。

中島 吉央（麻布支部）

早稲田大学大学院提携研修
（前期）の受講を終えて

（８）第７２１号 関 東 信 越 税 理 士 界（第三種郵便物認可） ２０１５年（平成２７年）６月１５日（月曜日）


